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日本における国語力の現状に関する一考察 

―確かな国語力の育成を中心に 

 

闕百華 / CHUEH PAI-HUA   呉麗敏/WU LI-MIN 

淡江大学日文系 副教授/淡江大学日本研究所 修士 

 

 

[要旨] 

 

2003 年の PISA 調査（OECD 生徒の学習到達度調査）で、義務教育終了段階に

おける日本の生徒の「読解力」は低下したことが分かった。それを契機に日本

では現在「読解力向上プログラム」や教科の枠を超えた学校の教育活動全体を

通じた取り組みが全国的に行われている。そこで、本稿では、戦後日本が求め

てきた国語力とは何かを明らかにするために、学習指導要領（国語科編）の記

述から国語学習指導の一般目標の歴史的変遷をまとめた。また、内外の学力調

査の結果を分析し、日本における国語力の現状と課題を把握した。さらに、国

語力のとらえ方と国語力の向上策を考察し、確かな国語力の定着を図ることに

ついて検討した。 
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はじめに 

 昨今の「学力低下」論議の中で、基礎学力としての「国語力」の充実が急務

であるという認識が広がっている。2004 年の暮れに公表された経済協力開発

機構（Organization for Economic Cooperation and Development、略称OECD）

の 生 徒 の 「 学 習 到 達 度 調 査 」（ Programme for International Student 

Assessment 、略称PISA）で、日本の子どもたちの相対的な学力低下、とりわ

け国語の読解力のなさが指摘された。また、「メディア教育開発センター」（千

葉市）の小野博教授らの調査（2004 年実施・公表）で、大学生の日本語力が

低下しており、中学生レベルの国語力しかない学生が国立大学で 6％、四年制

私立大学で 20％、短期大学では 35％にのぼるという事実が分かった。「憂える」

の意味を「喜ぶ」と思いこんでいる学生が多いなど、外国人留学生より劣る実

態で、授業に支障が出るケースもあるという 1 。 

こうしてOECDのPISA調査などの結果をめぐって、国語力の低下が話題となり、

以後「ゆとり教育」の集大成と言われている現行学習指導要領への風当たりが

強まり、文部科学省も修正を余儀なくされるようになった。したがって、学習

指導要領の柱が、2007（平成 19）年度までに、「ゆとり」から「言葉の力」へ

変わり、全面改訂されることとなった。しかし、子どもたちの国語力の低下は、

現行の指導要領で教科時間や授業内容が減ったというだけではなく、長年の教

育の問題が顕在化したとも言える。 

そこで、本稿では、まず戦後学習指導要領に見る国語学力観の変遷を考察し、

今まで求められてきた国語力を捉える。そして、PISA 調査をはじめとして、

国語力に関する調査結果を分析し、そこから見えた課題を整理する。さらに、

国語力の見直しと向上への取り組みの現状を踏まえ、これからの時代に求めら

れる確かな国語力の定着に向けての方策について考える。 

 

                                                 
1
 調査は平成 16 年度入学した 33 大学・短大の 13,000 人を対象に、中１から高３相

当のテストを行い、実際の中高生に実施したテスト結果（平成 14 年度）と比較した

ものである。結果は、なんと私立大学生の５人に１人、短期大学生の３人に１人が中

学生レベルと判定され、五年前に行われた調査と比較して、国立大が 0.3％から 6％、

私立大が 6.8％から 20％、短大が 18.7％から 35％と、その割合が大幅に増えていた

のである。（「日本語ができない大学生？」『教育研究所ニュース』 2004 年 12 月号

http://kids.gakken.co.jp/campus/parents/news/n64_p3.html）  
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一 学習指導要領に見る国語力観 

学習指導要領とは、文部科学省が告示する教育課程の基準のことである。学

習指導要領の目標は学習到達度の基準であるので、子どもの側や教師側から捉

えてみるならば、「目標」は国語学習の中で身に付けるべき学力あるいは習得

させてほしい学力となる。また、目標における育成すべき国語力は時代の変遷

により中身が異なっているし、それに対する見方や考え方も異なっている。そ

のうえ、国語力観の違いにより、時代ごとに教育課程の編成も内容も転換する。

そこで、時期ごとの学習指導要領における国語科の教科目標から各々の言語能

力観が端的に見られると考えられる 2 。 

（一）経験主義から能力主義の国語学力観へ 

 戦後の新国語科教育は 1947（昭和 22）年版『学習指導要領国語科編（試案）』

から始まった。同指導要領では、国語科の目標を「児童・生徒に対して、聞く

こと、話すこと、読むこと、つづることによって、あらゆる環境におけること

ばのつかいかたに熟達させるような経験を与える」、「ことばを広い社会的手段

として用いるような、要求と能力をやしなうことにつとめなければならない」

と規定した。この文言に社会的機能・言語経験重視の国語教育観が端的に示さ

れている。続く 1951（昭和 26）年版『小学校学習指導要領国語編（試案）』も、

経験主義の教育思想に立ったものである。その第二節のまえがきでは、「国語

の教育課程は、国語についての知識を授けるよりも、まず、豊かな言語経験を

与えることを目標としている」、「言葉の本質は使われることにあり、児童の興

味と必要を中心にして、価値のある、必要な言語経験を展開していくことが必

要である」などとある。これによって、戦後の国語科教育は、伝達の役割を果

たすための言語技能を養うことを最優先とし、言語経験内容をなるべく豊かに

カリキュラムの中に取り込むことに努力したのであった。 

 また、同昭和 26 年版の国語学習指導の目標をみると、その意図した国語力

は、現実の言語生活に生きて働くことのできる言語能力であり、聞く、話す、

読む、書くという四つの具体的行為としての営まれる言語能力であることが分

かる。この国語学力観に対して府川源一郎は「言語経験により言語活動につい

                                                 
2  藤原宏「戦後独立期の国語科教育－系統学習の主張と基礎学力充実の視点」生江義

男[ほか]編『教科教育百年史』建帛社、1985 年 9 月、610 頁。  
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ての習慣・態度や技能・能力をつけるもの」と説明している 3 。 

 その後、国語指導における生活主義の重視、さらにはコミュニケーション機

能を優先する「単元学習」が実践されることになった。しかし、理論の咀嚼の

不足、資料の乏しさ、指導力の未熟さ、あるいは周囲の誤解などもあって、戦

後の新教育としての単元学習法は、「活動あって学習なし」「はいまわる経験主

義」と揶喩され、「基礎学力低下」という批判を浴び、方向転換を余儀なくさ

れることになった 4 。経験主義の国語科教育に対する批判的意見を代表するの

は、時枝誠記氏によるものであった。時枝氏は、言語過程説の立場から、国語

教育は手段についての教育であるとして、その目標を学習者の「話す」「聞く」

「書く」「読む」能力の完成におく。この見解に立って、「国語教室は、経験の

場である過程や社会そのまゝの延長でないと考へる時国語教育は、もっともっ

と、精密な基礎学力の分析の上に立って、国語力の涵養に努める必要がある」

5 と主張した。さらに、時枝氏は、国語教育において、最優先に取上げなけれ

ばならないのは「何を」教えるべきか、その学習内容をどのように学年的に配

当すべきかである。その次に考えるのはどのような指導形態で教授されるかの

問題である。つまり、氏は系統学習の必要性を強く提唱したのである 6 。 

 こうして、昭和 30 年代の初めに、戦後の経験主義教育の反省から国語科教

育においては、能力の分析と系統化の必要を認め、それに必要な経験の整理を

目指した。学習指導要領改訂の方向にあたって、昭和 33 年の「小学校・中学

校教育課程の改善について」答申において、「国語の学習指導については、聞

くこと、話すこと、読むこと、書くことのすべてにわたり、学年の児童の発達

段階に応じ、発展的・系統的な取り扱いについて研究し、その充実強化を図る

こと」が提言され、子どもの認識の順次性、発達段階の重視が強調された。こ

れを踏まえて 1958（昭和 33）年版の学習指導要領では、はじめて教育内容や

                                                 
3  府川源一郎「戦後国語学力観の指摘考察（１）」『国語研究』第 4 号、横浜国立大学

国語国文学会、1986 年 3 月、41 頁～42 頁。  
4  大槻和夫「『経験主義対能力主義』論争からの発展をめざして」『国語教育』明治図

書、2006 年１月 66 頁。 
5  時枝誠記『国語教育の方法』習文社、1947 年、38 頁。 
6  飛田隆「国語教育における経験主義と能力主義－現代国語教育の形成－」私学教育

研修センター編集『日本私学教育研究所紀要第 7 号 教科篇』日本私学教育研究所、

1962 年 3 月、16 頁。 
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指導事項が学年別に系統的に組織された。また、1969（昭和 44）年版では各

学年の３「内容の取り扱い」（１）に、それぞれ該当学年の言語活動にふさわ

しい経験を、かなり精選して示した。 

しかし、1977（昭和 52）年改訂の学習指導要領で、従来の「聞くこと・話

すこと」「読むこと」「書くこと」の三領域が「表現」「理解」の二領域に改編

され、言語活動は提示されなかった。これは経験主義から、言語能力主義への

転換を図ろうとする試みによるものであった。また、言語としての国語に関す

る知識や技能の育成を重視する意図を明確にするため、発音、文字、文法等、

言語要素に関する事柄は、この学習指導要領から「言語事項」として位置づけ

られるようになった。 

同学習指導要領では、総括目標から「生活に必要な国語」という文言が消え、

さらに指導事項から態度に関するものが削除されて、技能に関するものの精選

集約と系統化が図られたことも注目された。この改訂に深くかかわった藤原宏

氏は、このように目標・内容・領域を改訂した大きな理由として、それまでの

社会生活における言語による伝達能力の育成を国語科の中心目標とする考え

方から、言語による認識・思考力の育成におくという考え方に変わってきたこ

とを挙げている 7 。藤原の論説には、当時の「教育の現代化」（教育の効率化

と教育内容の精選）という改革の動向が反映されていると見られる。引き続き、

1989（平成元）年版の学習指導要領でも二領域一事項（「表現」「理解」「言語

事項」）を踏襲し、言語教育重視の立場を保持した。 

要するに、戦後の教育課程について言えば、言語生活重視の経験主義は、基

礎・基本重視の能力主義（系統主義）からの批判を浴びて、教育課程の上から

一歩引いた形となり、1958（昭和 33）年の学習指導要領改訂以降は、「言語の

教育としての国語科」へと基本的な考えが変化し、学習内容を系統化し、精選・

厳選する方向で改訂を重ねてきたのである。 

 

（二）平成時代に求められる国語力 

1989（平成元）年、学習指導要領が改訂されて、その中で「情報化などの社

                                                 
7  大西道雄「論争の対立論点の奥で示唆しているものに学ぶ－経験・活動・能力を統

合する機能と場―」『国語教育』明治図書、2006 年１月、26 頁～27 頁。 
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会の変化に対応するため、目的や意図に応じて適切に表現する能力と相手の立

場や考えを的確に理解する能力を養」う 8 ということから、聞くこと・話すこ

との学習指導が重視されることになった。また、個性重視や、ゆとりある教育、

さらには、教育の自由化が模索され始めた。 

小学校国語科の目標に「国語を正確に理解し表現する能力を養うとともに、

思考力や想像力及び言語感覚を養い、国語に対する関心を深め国語を尊重する

態度を育てる」とあるように、「思考力・想像力」という文言が加えられた。

また、情報化社会への対応や自己教育力の育成を図るために、音声言語指導重

視の観点が明確に打ち出された。「内容の取り扱い」として、再び「言語活動

例」が示され、朗読や音読、話し合いに関する記述も増えた。つまり、平成元

年の改訂では、能力主義的観点からの学習内容の精選・系統化も進んだが、そ

の一方で、情報化社会や生涯教育への対応も視野に入れて、豊かな人間性やゆ

とりある生活、子ども一人一人の主体性・能動性を重視する、という観点から

の教育の見直しも進んできたのである。 

 1996（平成 8）年７月、中央教育審議会が「21 世紀を展望した我が国の教育

の在り方について（第一次答申）」を行った。答申では「これからの子どもた

ちに必要となるのは自分で課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断

する資質や能力であり、また、豊かな人間性とたくましく生きる健康であるこ

と」が提言された。それから、完全学校週 5 日制の実施に伴い、教育課程審議

会答申（平成 10 年 6 月）で、ゆとりの確保のために、授業時数の縮減と教育

内容の厳選を行うとともに、基礎的・基本的なものに教育内容を絞ることが示

された。国語科では、「小学校において、読み書きの基礎を繰り返し学習し徹

底させるため、低学年・中学年を中心に時数を多く配当し、高学年から中学校

へと学年が上がり基礎が身に付いていくにつれて時数を逓減する」ことが求め

られた。国語科の改善方針については、「互いの立場や考えを尊重して言葉で

伝え合う能力を育成することに重点を置いて内容の改善を図る。特に、自分の

考えをもち、論理的に意見を述べる能力、目的や場面などに応じて適切に表現

する能力、目的に応じて的確に読み取る能力や読書に親しむ態度を育てること

                                                 
8  文部省『小学校指導書 国語編』ぎょうせい、1989 年６月、１頁。  
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を重視する」という方針が打ち出された 9 。 

これらの基本方針に基づいて、1998（平成 10）年版国語科の目標は「国語

を適切に表現し正確に理解する能力を育成し、伝え合う力を高めるとともに、

思考力や想像力を養い言語感覚を豊かにし、国語に対する認識を深め国語を尊

重する態度を育てる」とされた。これは前回の国語科の目標と比べて、二つの

相違点がある。一つは、「理解」よりも「表現」を前に据えて、より一層「表

現」を重視したことである。もう一つは、「伝え合う力」が新たに加えられた

ことである。また、国語科の領域構成については、話すこと・聞くこと、書く

こと、読むことの能力が調和的に育成されるよう、従来の「表現」、「理解」

及び言語事項の二領域一事項での構成を改め、「話すこと・聞くこと」、「書

くこと」、「読むこと」及び言語事項の三領域一事項に変わった。そして「話

すこと・聞くこと」の指導にあてる具体的な時間数が記述されている 10 。読み

聞かせや話し言葉の尊重についても言及されている。 

総じて言えば、「音声言語によるコミュニケーション」が重視されるように

なったのは、平成 10 年改訂の学習指導要領の大きな特徴である。ここに文学

的な表現の詳細な読解に偏りがちであった指導を改めて、実際に行う言語活動

を通して、自分の考えをもち、論理的に述べる力を育むことが必要である、と

いう背景がある。しかし、領域構成が言語活動に改められたことや言語活動例

が具体的に示されたことは、「書くこと」「読むこと」や「読解指導」が敬遠さ

れがち、「能力主義」から「活動主義」に戻ってきたとも見られる。ここから、

戦後 60 年間、経験主義対能力主義の立場や基本的な考え方の違いは、様々に

形を変えながら、今も潜在し続けていることが窺える。 

 

二 調査結果から見た国語力の課題 

国語の学力は標準学力検査で診断することができる。また、検査結果で学力

の定着状況をある程度把握することができる。次は、2003 年度国際学習到達

                                                 
9  文部科学省「 幼稚園、小学校、中学校、高等学校、盲学校、聾学校及び養護学校

の教育課程の基準の改善について（審議のまとめ）」1998 年 6 月

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/12/kyouiku/toushin/980601.htm 
10  「話すこと・聞くこと」の指導に当てる時間数については、小学校１～４年は年

間 30 単位時間、５・６年は 25 単位時間､中学校１年は授業時数の 2/10 程度、２・３

学年は 1/10 程度と明記されている。 
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度調査（略称 PISA2003）と「平成 15 年度小・中学校教育課程実施状況調査」

の結果を分析し、日本における国語学力の課題を明らかにする。 

（一）PISA2003 調査における読解力 

PISA調査は、義務教育終了段階にある生徒（15 歳児）、その持っている知識

や技能を、実生活の様々な場面で直面する課題にどの程度活用できるかを、「読

解力」「数学的リテラシー」「科学的リテラシー」「問題解決能力」の四分野に

わたって評価することを目的としている。実際のPISA調査で出題された問題に

ついて、有元秀文（国立教育政策研究所・総括研究官）がその内容と形式につ

いて、次のようにまとめている 11 。①生きるために必要不可欠な実際的な課題

②実用的な図表・地図などが四割③理科や社会科に関連する話題④自由記述式

が四割⑤読解と表現が融合した問題がある⑥本文の内容について批判するこ

とが求められる。 

2004（平成 16）年 12 月に PISA2003 の結果が公表された。それによると平

均点の順位は前回調査（2000 年）の 8 位から 14 位になった。上位集団から「OECD

平均と同程度」への低落である。特に「読解力」では得点の経年比較で、中位

層の生徒が下位層にシフトしている。また、日本の子どもたちは、「テキスト

の解釈（書かれた情報から推論して意味を理解する）」、「熟考・評価（書かれ

た情報を自らの知識や経験に位置付ける）」に関する「自由記述（論述）」の問

題を苦手としていることが明らかになった。 

 PISA型の「読解力」とは「Reading Literacy」の訳である。その定義は、「自

らの目標を達成し、自らの知識と可能性を発達させ、効果的に社会に参加する

ために、書かれたテキストを理解し、利用し、熟考する能力」 12 であるとされ

ている。この能力は、単に文章を読み解くだけでなく、それを基にして考える、

生涯にわたって、地域社会の人々との相互作用を通じて構築する知識・技能で

あり、個々の希望の実現と社会への貢献を目的としているものである 13 。これ

                                                 
11  有元秀文「PISA調査で、なぜ日本の高校生の読解力は低いのか？」『日本語学』2005

年 6 月、６頁～14 頁。  
12  文部科学省「『読解力』向上に関する指導資料―PISA調査（読解力）の結果分析と

改善の方向」2005 年 12 月、

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/gakuryoku/siryo/05122201/001.htm 
13  田村学「総合的な学習の時間における読解力の育成」『初等教育資料』2006 年 5

月、34 頁。 
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は国語力の中核的な学力であり、日本の国語教育界の「読解力」とは明らかに

異なっている。 

日本の常識では漢字力・語彙力・文法力などが先行し、様々の形式的な読解

技能が続くのが一般的である 14 。また、「読解」という言葉が、従来、教科国

語の「読むこと」の指導事項の一部を指すものとして用いられてきた経緯があ

る。教科としての国語科で用いられてきた「読解」は、文章の精細な読み取り

を意味することが多かった。かつて、国語の読むことの授業ではこの「読解」

に力を入れ、文学作品の主題を追究したり、人物の心情を丹念に読み取ったり

すること、つまり、テキストの文章の内容を正確に理解することに多くの時間

をかける傾向があった。そこで、現行の学習指導要領（平成 10 年度公示）で

は、「読解」という用語を避けており、「読む」「読み取る」「読み分ける」「と

らえる」「味わう」などという語を用いて、幅広い読みを行うことを示してい

る 15 。 

さらに、国語科における「読解力」と PISA における「読解力」とを比較す

ると、前者では、「広い範囲から情報を集め、効果的に活用する」能力が重視

され、後者では、「生きる力」と軌を一にする「効果的に社会に参加する」た

めの能力が重視されている点に、大きな隔たりがあると考えられる。 

PISA の「読解力」の調査が先掲の定義のもとに行われた。その内容には、

読むテキストとして文章で書かれた「連続型テキスト」（物語、解説、記録な

ど）、視覚的なデータで表された「非連続型テキスト」（図、地図、グラフ、表

など）がある。また、テキストの内容だけでなく、構造・形式や表現法も、評

価すべき対象としている。読む行為のプロセスとしては、単なるテキストに書

かれた「情報の取り出し」だけではなく、「解釈」し、自らの知識や経験に関

連付けて「熟考・評価」することを含んでいる。 

PISA 調査で話題となったのは、「非連続型テキスト」に対応する能力であ

る。すなわち、テキスト情報を読み解くだけでなく、日常生活で出合うさまざ

                                                 
14  増田信一「『読解力』そのものの考え方を変革する」『国語教育』明治図書、2006

年 2 月、11 頁。 
15  小学校では「目的に応じ、内容の中心、要旨をとらえながら読む能力」、中学校で

は「目的や意図に応じて内容を的確に読み取る能力」を高めることを国語科の目標の

前半に示している。（西辻正副「読解力の向上を目指した指導の改善」『中等教育資料』

2005 年 10 月、15 頁）。  
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まな言語資料を主体的に処理し、それについての自分の考えを持つ、そしてそ

れを自分の言葉で表現する、ということであった。これは、現行学習指導要領

がねらいとしている「生きる力」「確かな学力」と同じ方向性にある。 

国際的に順位が下がったからというだけでなく、低下傾向にあるものが、こ

れからの時代に求められる力、今の教育改革が目指している「自分で課題を見

つけ、自ら考え、主体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決する」ための

基盤となる力であることが問題だと考える。このことから、これからの時代に

求められる「読解力」は教科国語のみで育成する学力ではなく、教科の枠を超

えた共通理解と取り組みを行うことによって、育成が図られるものであること

を認識しておくことが重要である。 

 

（二）平成 15 年度教育課程実施状況調査 

 教育課程実施状況調査とは、学習指導要領の目標・内容に照らした児童生徒

の各教科学習の状況を把握するために国立教育政策研究所が行っている調査

である。文部科学省は2005（平成17）年4月22日に、全国の小学５年～中学３

年生の児童生徒約45万人を対象に行った「平成15年度小・中学校教育課程実施

状況調査」（全国一斉の学力調査）の結果を公表した。これは、2002（平成14）

年度から実施された「ゆとり教育」を柱とする新学習指導要領（平成10年告示）

で学ぶ子どもを対象にした初めての学力調査であった。 

前回調査（平成13年度）と比較した場合、正答率が前回を上回る問題数（約

4割）が下回る問題数（約2割）より多くなっている。国語において、設定通過

率 16 と比較して上回るまたは同程度と考えられる問題数が半数以上を占めて

いる。また、前回調査と同一問題では、正答率が上回り、現行指導要領の有効

性を示している。全体として、国語力は向上している傾向にあると言える。 

 しかしながら、領域ごとに通過率と設定通過率を比較すると、小学校第５学

年・第６学年の場合は、「話す・聞く」ことについては、目的や相手などの具

体的な場面に応じ、立場を明らかにして自分の考えを述べる問題で通過率が設

                                                 
16  設定通過率とは、学習指導要領に示された内容について、標準的な時間をかけ、

学習指導要領作成時に想定された学習活動が行われた場合、個々の問題ごとに正答、

準正答の割合の合計である通過率がどの程度になると考えられるかを示した数値で

あり、国が設定したものである。100 人中、何人できるか想定した数値と言える。  
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定通過率を下回った。「書く」ことについては、設定した条件に即して書くこ

とや、自分の考えを明確にして内容を構成する問題では設定通過率を下回った。

そして、小学校第５学年・第６学年ともに、「読むこと（説明的な文章）」に

おいて半数未満となっている。「内容がどの段落に当てはまるか選ぶ問題」で

設定通過率を下回ったほか、「引用したり大事なことばを使って表現する問題」

において、自分の経験のみを記述する傾向が見られる 17 。 

また、中学校の場合は、「話す・聞く」ことについては、インタビューの様

子を聞いて、話し方の工夫を答える問題では、設定通過率を下回った。「書く」

ことについては、具体的な条件を示されて書く問題は通過率が低く、文頭や文

末を指定して文章を書き直す、推敲に関する問題では設定通過率を下回った。

「読む」ことについては、全体とのかかわりで部分を正確に読み取る問題や、

文章の内容を理解した上で適切に要約する問題では、設定通過率を下回った。

そして、通過率が設定通過率を上回ると考えられるもの又は同程度と考えられ

るものの問題数の合計が半数未満であったのは、第１学年の「読むこと（文学

的な文章）」と第２学年の「書くこと」のみである。テキストの解釈・熟考・

評価に関連して、「読むこと（文学的な文章）」に関する問題において、文章

の表現に即して登場人物の心情や考え方などをとらえたり文章の主題を考え

たりして自分の考えや感想をまとめる問題は、通過率が設定通過率を下回った。

また、記述式の問題、特に「叙述に基づいて自分の考えを述べる問題」で前回

調査より無解答率が増えた 18 。 

 さらに、今回の調査では質問紙による意識調査も行われた。第五・第六学年

の児童が嫌いだと感じている割合が比較的高い学習活動は、「感想文を書くこ

と」「説明や発表をすること」「記録や報告などの文章を書くこと」「いくつ

かの文章を読み比べること」「文学的な文章を読むこと」「話や本の内容をメ

モすること」「読んだ後に関連した他の文章を読むこと」「説明的な文章を読

むこと」などである。これらは、「読むこと」「書くこと」の領域に関するも

のが多いことが明確になった。したがって、「読むこと」・「書くこと」の正

                                                 
17  国立教育政策研究所教育課程研究センター「平成 15 年度小・中学校教育課程実施

状況調査   教科別分析と改善点」『平成 15 年度 小・中学校教育課程実施状況調査』2005

年 7 月 8 日、http://www.nier.go.jp/kaihatsu/katei_h15/index.htm 
18  同上。  
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答率が他に比べて低いことに繋がっていると考えられる。中学生の質問紙調査

では、「国語の勉強が好きだ」「国語の勉強は大切だと思う」とする回答が、

前回の調査に比べて増加傾向にあったが、「大切だ」と思う割合に対して、「好

きだ」と思う割合は依然として低く、国語の授業をより一層魅力あるものにし

ていく必要があると言える。 

 なお、「平成15年度小・中学校教育課程実施状況調査」の結果から見えた小・

中学校共通の課題は、次の四点に整理できる。 

 ①場面に応じて立場を明らかにし自分の考えを書くこと。 

 ②筆者の表現の方法や工夫を評価すること。 

 ③決められた条件や目的に応じ、自分の考えを相手に伝えること。 

 ④日常の言語生活で使用頻度が低いと思われるもの（漢字、語彙、ことわざ、

慣用句など）が習得できていないこと。 

総じて、領域としては「読むこと」と「書くこと」の実現状況が特に懸念さ

れ、出題形式としては記述式の問題に課題があることが明らかになった。また、

多読や比べ読みなどの言語経験が少ないことに関連して、文章中の言葉や表現

を十分に吟味したり味わったりして、それを文章全体の理解に関連付けて自分

の考えや感想を持つ点に課題があると言える。 

これらを改善するためには、報告書では、①現実の場面に即した、目的や相

手を設定した言語活動や自分の考えを書く言語活動の充実②表現上の工夫を

見つけたり、妥当性を検討したりするなど評価意識を大切にする言語活動の充

実③字数や形式、時間、内容などの制限や条件を提示し、様々に応じる言語活

動の充実④文や文章の中で適切に使えるようにするための漢字指導の充実⑤

「書くこと」・「読むこと」の指導における具体的な言語活動の充実、などが

ポイントだと指摘している。 

 それにもかかわらず、2005（平成 17）年度小・中学校各教科等担当指導主

義連絡協議会での報告によると、授業改善が進まない学校も多く、話し合う力、

書く意欲、目的を持った読み、書写指導などに課題があることが分かる。そし

て、指摘された課題は共通する点をまとめると、国語科の授業において、〔理

解し→思考し・評価し→表現する〕という過程を一層重視した学習が求められ
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ていることになる 19 。 

 以上、分析してきたように、PISA2003 に限らず、「平成 15 年度小・中学校

教育課程実施状況調査」など、日本国内外の学力調査の結果から文章内容を正

確に把握する力、言語の性質や機能に対する分析的かつ反省的な思考力、目的

や意図に応じて適切に表現する能力、学習意欲など、十分に身に付いていると

は言えないのが現状である。 

 

三 確かな国語力の育成 

PISA2003 の調査結果の公表、「平成 15 年度小・中学校教育課程実施状況調

査」結果の公表などにより、国語科の授業の課題が一層明確になった。特に、

国語力については、これらの調査の結果を受けて、新たに見直そうとする動き

がある。 

（一）国語力のとらえ方 

 2004（平成 16）年 2 月、文化審議会が「これからの時代に求められる国語

力」と題する答申を公表して以来、「国語力」という言葉が俄かにクローズア

ップされ、さまざまな場面で使われるようになってきた。 

文化審議会答申では、まず国語の果たす役割と重要性について指摘し、「国

語力のとらえ方」として、次の二点を挙げている。①「考える力」「感じる力」

「想像する力」「表す力」からなる言語を中心とした「情報を処理・操作する

力」の領域。②上記の力を支え、その基盤となる「国語の知識」「教養・価値

観・感性等」の領域。 

答申によると、「考える力」とは、分析力や論理構築力などを含む思考能力

である。「感じる力」とは、相手の動作、表情や文章の内容などを通じて人間

や物から伝えてくるものを感じたり、感動したりする情緒力である。「想像す

る力」とは、経験しないことのイメージを頭の中で描いたり、発生していない

ことを推測したりする能力である。この三つの能力は一括して「理解する力」

とも言える。また、「表す力」とは、考え、感じ、想像することを表現する力

である。この四つの能力が「聞く」「話す」「読む」「書く」によって機能され

                                                 
19  冨山哲也「確かな国語の力を育成するために（二）―中学校国語科授業の展開（一）」

『中等教育資料』2005 年 10 月、46 頁。  
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る。そして、「国語の知識」「教養・価値観・感性等」の領域は、上記の諸能力

の基盤をなすものであると同時に、これらの能力の働きによって一層豊かにな

り、向上するものでもある。つまり、この二つの領域が「相互に影響し合いな

がら、各人の国語力を構成」しているのである。 

二つの領域にわたる重層的構造をもつ「国語力」を提示した後、答申は望ま

しい国語力の具体的な目安として、その人の生涯にわたって発達するものとし

て、「聞く力・話す力・読む力・書く力」（計 39 の目標）を具体的に示し、「考

える力」「感じる力」「想像する力」「表す力」の基盤となる国語力を確認して

いる。そして、学校教育に対しては、主に国語教育を通じて、これらの目標の

「基礎的な力」を身に付けるよう要請している。ことに国語科教育では「『情

緒力』『理論的思考力』『思考そのものを支えていく語彙力』の育成を重視して

いくことが必要である」としている。また、「国語科はもとより、各教科その

他の教育活動全体の中で、適切かつ効果的な国語の教育が行われる必要があ

る」とし、「国語科で行うべきことと他教科で行うべきこととを相互の関連を

踏まえて整理していくこと」を求め、「国語の教育を学校教育の中核に据えて、

全教育課程を編成する」ことを要請している。つまり、国語力は国語科の学力

で止まるのではなく、各教科などを貫く学力として課題とすることが求められ

ている。 

さて、国語力は、文化審議会の答申には、その内容・構造が示されているも

のの、それ以外には、国語力そのものについての明確な定義は示されていない。

その後、2004（平成 16）年 12 月に PISA 調査の結果が明らかにされた。そこ

で、問題になったのは、「読解力」の低下ということであった。 

 PISA 調査と関連して、国語力や読解力の向上ということへの課題意識が生

まれ、更に、中央教育審議会「新しい時代の義務教育を創造する（答申）」（平

成 17 年 10 月 26 日）で、「国語力はすべての教科の基本となるものであり、そ

の充実を図ることが重要である」とし、教育現場においては、「学ぶ意欲を高

め、理解を深める授業」の実現に向けた指導方法の改善が求められている。引

き続き、文部科学省は 2005（平成 17）年 12 月にまとめた「読解力向上プログ

ラム」では、PISA 調査における「読解力」の定義を踏まえ、文章や資料を単

に読むだけでなく、考えながら読んだり、読んで考えたことを書いたりするこ
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とが重要であると指摘している。 

既述のとおり、PISA 型読解力は、日本における旧来型の読解力（文章の内

容を正確に理解すること）の意味合いとは様相が異なり、かなり広い概念規定

が行われている。PISA 調査における読解力では、内容を読み取るだけでなく、

テキストを解釈したり熟考・評価する力も求めている。PISA 型読解力は、国

語力の育成の中心的なものだけでなく、学力の中心的な位置を担うものとなる。

これからの時代に求められるこの読解力の育成は、各教科・総合的な学習の時

間など、学校全体の取り組みによって実現される。言い換えれば、読解力や国

語力が教科国語を中心としつつも、そこを同軸として広がる学校教育全体、更

には学校教育を超えた生涯学習的な視点から捉えられている。この事態から今

日ほど国語力の向上が強く求められている時代はないと言わざるを得ない。 

 

（二）PISA が求めた読解力への対応 

2003（平成 15）年に実施されたOECDの国際学習到達度調査の結果は、PISA

型「読解力」の課題が「読む力」にとどまらず、「書く力」や、特に「考える

力」と関連していることを示唆している。したがって、文部科学省は「読解力

向上プログラム」（2005 年 12 月）では、PISA型読解力を向上させるために、

各学校で求められる改善の具体的な方向として、次の三つの重点目標を挙げて

いる 20 。 

１．テキストを理解・評価しながら「読む力」を高める取組の充実 

２．テキストに基づいて自分の考えを「書く力」を高める取組の充実 

３．様々な文章や資料を読む機会や、自分の意見を述べたり書いたりする機

会の充実 

目標１は、「考えながら読む」に対応する目標である。具体的な取組として

は、例えば、①テキストの内容や形式などの「解釈」や「理解・評価」する取

組の充実②「建設的な批判を伴う読み（クリティカルリーディング）」の導入

が必要であるとしている。目標２は、「読んで考えたことを書く」に対応する

目標である。具体的な取組としては、例えば、①テキストの内容を「要約」「紹

                                                 
20  冨山哲也「『読解力』向上のための方策―『読解力向上プログラム』と『読解力向

上に関する指導資料』」『中等教育資料』2006 年 4 月、10 頁～12 頁。  
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介」する取組の充実②授業の最後に「自分の考えを簡潔に書かせる」などの機

会の充実（自分の考えを A4 一枚程度で表現）が必要であるとしている。そし

て、目標３は、「読解力」を支える基礎力の育成にねらいがある。具体的な取

組としては、例えば、①「朝の読書」など読書活動の推進、②新聞や科学雑誌

などを含め、「幅広い読み物」に触れる機会の充実（新聞を授業で活用する「NIE

活動」など）③「目的に応じた自分の意見」を述べたり、書く機会の充実が必

要であるとしている。 

 これについては、教科などの指導の改善はもちろん、学年・学校単位の日常

的な指導の工夫が求められる。なお、教科国語の指導のみならず、各教科及び

総合的な学習の時間等の学校の教育活動全体を通じ、「考える力」を中核にし

て、「読む力」「書く力」を総合的に高めていかなければならない。また、家庭

でも読解力向上に取り組んでもらうため、普及・啓発活動を進める委員会を新

設する方策も打ち出されている。 

さらに、PISA の求める機能的な読解力を高めるために、文部科学省は「読

解力向上プログラム」の公示と同時に、「理解・評価」（評価しながら読む、課

題に即して読む）「書く力」（テキスト利用、日常的・実用的）「機会の充実」

（多様なテキスト）などの重点目標に即して、小学校及び中学校の具体的な指

導例を 45 例掲載した「読解力向上に関する指導資料」（2005 年 12 月）を作成

した。指導資料にはの事例の指導一覧と対象例学年別・対象教科別の指導例一

覧表が明記され、教科国語を中心としつつ、各教科、総合的な学習の時間等を

通じて改善の具体的な方向性が示されている。 

例えば、「理解・評価」の例として、小学校 4 年次の理科で、「星の観察の学

習をした後、学校図書館等を活用して関連する科学読み物を読み、学習した内

容をさらに深める力を育成する」のが「課題に即応した読む力の育成」のため

とし、「書く力」の例として、小・低学年に、「毎日の学級日誌について、時間

を多く取らず、簡潔に書く能力を身に付け、継続して書き続けることをねらい

とする」のが「日常的・実用的な言語活動に生かす能力の育成」だとし、「機

会の充実」の例として、小学校３年次の理科で、実験により得られた情報や知

識をこれまでの生活経験と関連付けたり、比較したりすることを通して自分の
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考えを詳しく書き表していくことを例としている 21 。 

しかし、PISA が求めている「読解力」は、15 歳児向けなので、小学生には

少し難しいと言わざるを得ない。また、上記の例を見れば分かるように、図書

館やネットで命題に関するデータ・資料を制限内に収集し、場当たり的に「読

むこと」「書くこと」「考えること」をさせていくことで、「自らの目標を達成

し、自らの知識と可能性を発達させ、効果的に社会に参加するために、書かれ

たテキストを理解し、利用し、熟考する能力」（読解リテラシー）は付いてい

くのだろうか。PISA の複合的な「読解力」を育成するためには、むしろ指導

と評価の計画において総合的な観点を持ち、年間学習指導計画表や単元案、学

習指導案等における評価規準、評価方法を見直しつつ、更なる実践を積み上げ

ていくことが必要とされる。 

 

（三）国語力向上の重点策 

文部科学省は 2003（平成 15）年 4 月に「国語力向上モデル事業」を初めて

スタートさせた。日本全国に 22 地域がモデル地域に指定され、小学校から高

校まで計 192 校がモデル校に選ばれている 22 。指定地域においては、地域内の

小・中・高等学校から国語教育推進校を設け、家庭・地域の協力を得ながら、

児童生徒の国語力向上のために総合的に取り組む。また、地域として取り組む

べきテーマについては、文部科学省から①「話すこと・聞くこと」の力を育て

る指導と評価の工夫②「書くこと」の力を育てる指導と評価の工夫③「読むこ

と」の力を育てる指導と評価の工夫④基礎・基本の確実な定着と個に応じた指

導の工夫及び教材の開発⑤国語科と他教科及び総合的な学習の時間等との関

連を図った指導の充実⑥読書に親しむ態度を育成するための取組や学校図書

館を活用した読書活動の推進などの指針が全国一律で示されている。実際には

各指定地域や指定校が、独自の事情を踏まえたより具体的な研究テーマを設定

できる。様々な研究テーマを具体的に実践することにより、改善すべきところ

                                                 
21  文部科学省「Ⅱ PISA調査（読解力）の結果を踏まえた指導の改善」『読解力向上

に関する指導資料―PISA調査(読解力)の結果分析と改善の方向―』2005 年 12 月、

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/gakuryoku/siryo/05122201.htm 
22  平成 15・16 年間（委嘱期間は 2 年間）の推進校として小学校 113 校、中学校 49

校、高等学校 28 校、その他 2 校の計 192 校を指定した。  

 54



や課題を見出すことができるのみならず、研究成果の交流、公開を通じて国語

力の更なる定着を図ることも可能である。 

一方、文部科学省は、教育委員会と連携しつつ、各学校の具体的な取組を支

援するため、学習指導要領の見直し、授業の改善・教員研修の充実、学力調査

の活用・改善、読書活動の支援充実などに積極的に取り組んでいる 23 。紙面の

制限上、ここでは主に学習指導要領の見直しと読書活動の支援充実の二点につ

いて説明する。 

１ 学習指導要領の見直し 

 「ゆとり教育」の集大成とされた新学習指導要領（1998 年公示、2004 年 4

月から全面実施）では、国語の年間授業時間が、中学で 140 時間から 105 時間

に、小学校高学年でも 210 時間から 175 時間に減らされた。また、2004（平成

16）年度から小、中学で使われ始めた教科書は、実践的コミュニケーション能

力養成に力を入れようと、「討論」や「発表」「新聞作り」など、「話す」「聞く」

という活動が大幅に増えた。文学作品の詳細な読解に多くの時間をとっていた

ことを改めるとして、これまで、多くの教科書に載っていた「高瀬舟」や「坊

っちゃん」など森鴎外や夏目漱石の作品がすべての教科書から消えた 24 。 

 国語科授業において、授業時数減少に加えて、読解軽視の風潮のもとで、様々

な言語活動を取り入れているが、活動に時間を割かれ、深く読み解説する時間

が制限されていることが多い。これは国語力低下の一因と見なされている。例

えば、現在、中学校では、週３時間という枠で、説明文や論説文の解読も不十

分なまま、調べ学習や表現活動へ発展していくという活動主義的な授業パター

ンがよく見られる。指導が入らない活動主義の横行は本末転倒と言わざるを得

ない。 

 一方、文部科学省は、世論や保護者からの学力低下論を受けて「ゆとり」を

「確かな学力」と言い換え、2003（平成 15）年 12 月に学習指導要領を一部改

正し、次の３つの内容を新たに加えた。①学習指導要領の基準性を踏まえなが

                                                 
23  詳しくは、文部科学省「文部科学省や教育委員会の取組 ―5 つの重点戦略―」『

読解力向上プログラム』（2005 年 12 月）ご参照ください。
24  「授業時間大幅減 『話す』『聞く』は増える 教科書から名作消える 鴎外、漱

石中学で敬遠」『読売新聞』2002 年 5 月 6 日、

http://www.edu-kana.com/center/newspaper/y506.htm 
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ら、学習指導要領の記述のうち、示されていない内容も指導できること。②「総

合的な学習の時間」の一層の充実のため､学校現場に対しては、各学校で目標

や内容を含めた「学校としての全体計画」を作成して指導するよう求めたほか、

社会教育施設と連携することなどを規定したこと。③個に応じた指導として、

課題学習や補充的な学習、発展的学習などの学習活動を取り入れた指導を加え

たこと。 

 さらに、2006（平成 18）年 2 月に、中央教育審議会の教育課程部会で次期

の学習指導要領原案を示した。原案では日本の子どもの学力について、成績低

位層が増加する「二極化」が進行しており、中でも、読解力や記述式問題に課

題があると分析している。また、学習や職業に対して無気力な子どもが増えて

いると指摘している。これを補うため、文部科学省は次期学習指導要領の改訂

で、国語を他教科も含めた学習の基本と位置づけ、「論理的な思考力」を向上

させることを軸に教育内容を見直す検討を始めた。原案は「言葉は、確かな学

力を形成するための基盤。他者を理解し、自分を表現し、社会と対話するため

の手段で、知的活動や感性・情緒の基盤となる」と説明している。授業時間数

についても「国際平均より短い状況にある」とし、小学低学年の時間増と国語

や理数教育の充実を求めている 25 。 

2006 年 7 月の末に、文部科学省は学習指導要領原案を検討し始めた。文部

科学省によると、国語については、全体として「言語力の育成」を目指す。小

学校段階から、対話や報告、要約、説明など言語の「技能」を確実に身につけ、

さらに「活用」して思考を深めることを目標にする。さらに、高校の国語では、

文章理解や論理的な思考・表現を育てる科目を新設する案も出ている。なお、

文科省は 2007（平成 19）年度までに全面改訂を終える予定である 26 。 

２ 読書活動の支援充実 

 学力低下問題の要因は、子どもたちの「読書量の低下」傾向も指摘される。

全国学校図書館協議会が実施した調査（平成 14 年）によると、一ヶ月に読む

本は平均で小学生が 7.5 冊、中学生が 2.5 冊となっている。また、毎日新聞社

                                                 
25  「学習指導要領、「言葉の力」柱に 全面改訂へ文科省原案」『朝日新聞』2006 年

2 月 9 日、http://www.sanaru-net.com/ed_news/0209.html 
26  「国語、学習の基本に 次期指導要領、言語力を重視」『朝日新聞』2006 年 07 月

29 日、http://www.asahi.com/edu/news/TKY200607280691.html 
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の「学校読書調査」（平成 15 年）によると、「五月の一ヶ月間に読んだ本が 0

冊」と答えた児童生徒の割合は小学生 9.3％、中学生 31.9％、高校生 58.7％

と、学年が上がるにつれて減るという、児童生徒の読書離れの傾向が顕著に示

されている。 

国立教育研究所で 1991 年から 92 年にかけて 7,000 名余りの児童生徒を対象

に行った基礎学力調査では、国語基礎学力の総得点と読書量に高い相関関係が

あることがわかった。本をたくさん読む子どもは国語の基礎学力が高く、本を

ほとんど読まない子どもは国語の基礎学力が低いという結果が出た 27 。活字を

読まなくなった子どもたちは、語彙力、読解力などの言語能力が希薄になって

いる傾向が見られる。これはほかの学習に好ましくない影響を与えるのもよく

知られている。 

なお、佐藤学氏が月あたりの読書冊数や学校外の学習時間数の減少などを通

じて、学習意欲の衰退が進んでいると指摘し、「子どもたちが学ぶから逃走し

ている」28 と警鐘を鳴らしてから歳月が経つ。新聞などで「学力低下よりも学

習意欲の低下が問題である」との指摘もよく出ている。にもかかわらず、「通

常の授業以外の宿題や自分の勉強をする時間」について、日本の生徒は週当た

り平均 6.5 時間で、OECD平均の 8.9 時間より短いことが明確になった。 

一方、PISA2003 では、フィンランドが学力トップを維持した。調査した四

分野の総合で、フィンランドは数学的リテラシーが 2 位、読解力 1 位、科学的

リテラシー1 位、問題解決能力 3 位の好成績であった。そして高い学力を支え

ているのは、読書への関心と読書量の多さである。「読書を趣味」とする生徒

の割合は世界で最も高く、生徒の 41％が「読書を趣味」と考えていた。大人

の読書習慣も世界でトップレベルである。フィンランドでは図書室も図書館も

充実しており、学校でも社会でも読書に力を入れている。国民１人当たり年間

21 冊の本が貸し出されている 29 。 

日本では読書習慣の定着と読書の質・量の向上を図るために、2001（平成

                                                 
27  有元秀文「基調提案―『生きる力』をはぐくむための読書教育のあり方」『「国際

読書教育シンポジウム」 (2000 年 5 月 13 日～14 日)報告書』

http://www.nier.go.jp/arimoto/Recent/Sympo/SKichouT.html 
28  佐藤学『「学び」から逃走する子どもたち』岩波書店、2000 年 12 月、9 頁～13 頁。  
29  教育科学研究会編『なぜフィンランドの子どもたちは「学力」が高いか』国土社、

2005 年 10 月。  
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13）年 12 月に「子どもの読書活動の推進に関する法律」が公布・施行され、

2002（平成 14 年）度から 5 年間にわたり、学校図書館の図書整備費として総

額約 650 億円が地方交付税措置された。「子どもの読書活動の推進に関する法

律」の基本理念として、「子どもが、言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、

創造力を豊かなものにし、人生をより深く生きる力を身に付け」「全ての子ど

もがあらゆる機会とあらゆる場所において自主的に読書活動を行うことがで

きるよう、積極的にそのための環境の整備を推進しなければならない。」（第 2

条）ことを掲げている。この法律に基づいて、都道府県や市町村の「子どもの

読書活動推進計画」が相継いで策定された。引き続き、文化審議会の答申「こ

れからの時代に求められる国語力」（平成 16 年 2 月）で、国語力を向上させる

には「自ら本に手を伸ばす子供を育てる」ことが何よりも大切とし、国語力の

育成の中核は、読書であるとしている。さらに、2005（平成 17）年 7 月に制

定された文字・活字文化振興法でも、国及び地方公共団体に対する責務として、

これまで以上に文字・活字文化にふれることができる機会の提供等、環境整備

に努めるよう明確に規定されている。 

これらの答申や法律のもとで、学校図書館を含めた学校における学習活動、

公共図書館の活用、家庭での働きかけなどは相互に連携しながら、学校・家庭・

地域社会が一体となった総合的な取組を推進することを通じて、子どもの自主

的な読書活動がより一層推進されてきている。具体的に言うと、各学校は、朝

読書、読み聞かせ、読書週間、推薦図書の紹介など、多様な読書活動の形態を

活用することによって、多読を促進し、読書に対する意欲を引き出すようにし

ている。また、学校図書館の振興施策については、前出の交付税措置による学

校図書館の蔵書の充実のほか、学校図書館資源共有型モデル地域事業を行い、

地域内の学校図書館等をネットワーク化し、各図書館の蔵書情報を共有化する

などの共同利用化等が推進される。さらに、子どもたちを指導できる人が常に

いる学校図書館の体制をつくるために、2003（平成 15）年度から 12 学級以上

の学校に司書教諭が配置され、司書や図書館事務補助員と連携を図ることによ

って、学校図書館の利用促進や活性化が図られる 30 。 

                                                 
30  徳久治彦「行政説明」『緊急研修会：子どもの読書環境整備をどう進めるか ―子

ども読書活動推進法の実体化と学校図書館図書整備費の完全予算化をめざして―』
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また、家庭・地域における子どもの読書活動の推進については、子育て支援

事業、青少年活動事業における読書活動の啓発と支援や、地域の読書活動ボラ

ンティアの育成及び連携・協力、地域文庫 31 等への支援、推薦図書リストの作

成、ブックスタート事業 32 の実施などが挙げられる。例えば、育児教室、乳幼

児健診、子育て支援のための講座などの機会を活用し、啓発資料等を配布した

り、学習機会を提供したりすることにより、読書活動（読み聞かせの意義や読

書の重要性など）に対する親の理解を促進する。また、市町村立図書館等にお

いて、児童図書の充実や「読み聞かせ会」等の実施など、読書活動推進のため

の魅力あるサービスを提供することに努める。さらに、司書、市町村の保健師、

地域のボランティア等が連携・協力して、乳幼児への読み聞かせの方法等を説

明しながら、保護者に絵本等を手渡す「ブックスタート」などの活動も各地に

広がってきている。こうして子どもに「読書の楽しさ」を体験させ、自主的に

「読書習慣」を身につけるために、地域ぐるみでの読書活動推進体制の充実や、

子どもの読書活動に関わる保護者等への啓発・支援が日本全国各地で盛んに取

り組まれている。 

 

終わりに 

PISA 型「読解力」で新たに定義された能力は、他者とともに、考え合う姿

勢を養うために必要不可欠である。その定着を図るために、「読む」ことだけ

が重視されがちであった従来の「読む力」を改め、PISA の求める機能的・実

用的リテラシーを高める指導の改善が求められている。 

しかし、PISA の調査結果が示したものは、単に「読解力」と「表現力」の

                                                                                                                                               
2002 年３月 28 日、

http://www015.upp.so-net.ne.jp/kodomodokusho/kinkyukenshukai02.htm。  
31  地域文庫とは地域の有志のボランティアが、自宅や地域の施設（児童館、保健相

談所等）などに絵本や図書を備付けて、就学前の乳幼児や小学校低学年の子どもと親

を主な対象に定期的・継続的に貸出しや読み聞かせなどを行う活動・組織を言う。  
32  ブックスタートは、乳幼児健診に参加したすべての赤ちゃんと保護者に、にメッ

セージを伝えながら絵本を手渡す運動である。1992 年イギリスのバーミンガムで始

められたこの運動のキャッチフレーズ“Share books with your baby”が表現す

るように、直接絵本を手渡すことで、「赤ちゃんと本をシェアすること」、つまり「本

を通して赤ちゃんと保護者が楽しいひとときを分かち合うこと」を応援する運動であ

る。日本でも 2000 年（子ども読書年）から自治体単位での取り組みが始まった。 
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みの低下であるとは考えられない。それは、国語教育そのものの空洞化の結果

であると捉える必要があるかもしれない。PISA2003 の調査で気になるのは、

「最も基本的な知識と技能が身についていない」とされる「レベル１未満」の

日本の生徒の割合は前回（2000 年）の 2.7%から 7.4％へと急増し、OECD 平均

（6.7％）よりも大きかったことである。「レベル１未満」の生徒の比率が大

幅に増えたことに表れているように、低位層の生徒の基礎的な「読解力」が前

回より低下した。 

活動主義・技術主義に偏重した学習指導要領・国語科の国語学力観の影響で、

多くの学校現場では、子どもの「関心・意欲・態度」を重視し、「話す・聞く」

を中心とした授業に方向転換してきた。それに伴い、「言語」「説明文」「文学」

「作文」の教材が削減され、「読む」「書く」といった基礎・基本の確実な定着

が軽視される風潮は強まってきている。文部科学省が求めている応用的リテラ

シーの育成は、いわばその次に来るべき発展的な学習である。「コミュニケー

ション能力」や「伝え合う力」のスローガンのもと、基礎的な幹の部分を軽視

したままで、表面的な表現、伝達技術の学習を推進するとしたら、低位の生徒

はますます置き去りにされるであろう。つまり、経験や体験といった実際の場

に生きる学習を重視すると同時に、国語科の学習指導で基礎的な言語能力も系

統的に身に付けさせる指導を確実に行い、バランスのとれた国語力の育成を図

ることが先決である。 

なお、近く全面改訂される次期学習指導要領には、学校のすべての教育内容

に必要な基本的な考え方として、1970 年代以来の「ゆとり」を修正して「言

葉の力」を据えることになっている。「言葉の力」で目指そうとしている論理

的思考力の大切さには同感であるが、「ゆとり」のように空虚な概念に終わら

ないよう、基本的な考え方から、具体的な目標、教育内容の改善充実、その実

現への道筋を描くことまで、様々な課題を今後議論すべきである。 
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